
気候変動に関連する様々な環境変化に企業が直面する中、金
融機関において、顧客企業の気候変動対応を支援することで、
変化に強靭な事業基盤を構築し、自身の持続可能な経営につ
なげることが重要。

 気候変動対応に係る戦略の策定・ガバナンスの構築

 気候変動が顧客企業や自らの経営にもたらす機会及びリ
スクのフォワードルッキングな認識・評価

 トランジションを含む顧客企業の気候変動対応の支援

 気候変動に関連するリスクへの対応

 開示等を通じたステークホルダーへの情報の提供 等

金融機関における気候変動への対応についての基本的な考え方（案）のポイント

 金融庁の検査・監督基本方針（平成30年6月29日公表）を踏まえ、分野別の考え方と進め方として、金融機関の気候変動へ
の対応についての金融庁の基本的な考え方を整理し、意見募集に付すもの。

 本ガイダンスでは、顧客企業の気候変動対応の支援や気候関連リスクの管理に関する金融庁と金融機関との対話の着眼点や
金融機関による顧客企業の気候変動対応の支援の進め方などを示している。

 各金融機関におけるよりよい実務の構築に向けた金融庁と金融機関の対話の材料であり、金融機関に対し一律の対応を義務
付ける性質のものではない。

気候変動対応に係る考え方・対話の着眼点 金融機関による顧客企業の支援の進め方・参考事例

基本的な考え方

金融機関の態勢整備

成長資金等の提供

コンサルティングやソリューションの提供

面的企業支援・関係者間の連携強化

 中核メーカーの対応も踏まえた、地域の関連サプライ
ヤー企業群全体での戦略検討等の面的支援

 自治体や研究機関等との連携による地域全体での脱炭
素化や資源活用の支援

 顧客企業のニーズに応じた、脱炭素化等の取組みを促
す資金の提供（トランジション・ローン、グリーン
ローンなど）

 気候変動に対応する新たな技術や産業育成につながる
成長資金のファンド等を通じた供給

 顧客企業の温室効果ガス排出量の「見える化」の支援

 エネルギーの効率化技術を有する顧客企業の紹介（顧
客間のマッチング）

金融機関においては、気候変動に関する知見を高め、気候
変動がもたらす技術や産業、自然環境の変化等が顧客企業へ
与える影響を把握し、顧客企業の状況やニーズを踏まえ、例
えば以下のような観点で支援を行うことが考えられる。
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